




























































































































































































































トした。その翌年、全国 12 都市が中核市へ移行した。創設時の中核市の要件は、人口 30
万人以上、面積 100k㎡以上、昼夜間人口比（ある一つの地域における夜間人口（常住人口）
100 人あたりの昼間人口の比率）が 100 超（人口 50 万人未満）であった。その後、度重










　中核市 62 市のうち、有料の遊具を設置する屋外遊園地が現存する地域は 26 市であり、
市内に複数の施設を持つ場合も含めて該当施設が 29 か所となった。これらを人口規模別
に整理した（図表３–１）。図表３–１によると、人口規模別にみた割合は、人口 50 万人以
上の都市が５市７か所（24.1％）、人口 40 万から 49 万未満の都市が７市８か所（27.6％）、










鹿児島市 Ａ 平川動物公園 アミュラン観覧車
姫路市 Ａ 姫路セントラルパーク 姫路市立動物園
宇都宮市 Ａ とちのきファミリーランド























（注２） 総人口ランクとは、Ａランク（50 万人以上）、Ｂランク（40 ～ 49 万人）、Ｃランク（30 ～ 39 万人）、












の中には見当たらない。昼夜間人口比が 105 以上で 130 未満の場合、昼間人口が夜間人口
より５％～ 30％程度多い都市であり、広域経済圏の中心都市が該当し、松山市と岡崎市





















































































































































































H21 4.3 732,535 697,774 13 0.95
H22 5.2 673,442 593,009 12 0.88
H23 4.7 675,624 555,205 12 0.82
H24 4.6 700,314 532,497 12 0.76
H25 5.4 682,461 518,736 12 0.76
H26 7.8 678,537 958,070 13 1.41
H27 9.5 771,759 1,015,750 14 1.32
H28 10.4 797,521 1,169,398 14 1.47
H29 13.1 838,322 1,124,498 14 1.34
H30 9.5 858,357 1,079,090 14 1.26













成を目的として、この児童遊園地が作られた。1954 年（昭和 29 年）のことである。開園
当時から現在も現役で活躍する遊具が 10 円木馬である（写真 4）。10 円木馬に代表される
ように、るなぱあくの独特な特徴は、遊具機種の１回の利用金額が 10 円ものと 50 円のも
のしかないことである。しかも、平均客単価が 30 円～ 35 円程度であるところに、年間の
遊具利用者数が 150 万人を超えている。
写真３　園内光景（左）／人気ナンバーワン機種のヴァルカン伝説（右）
筆者撮影（撮影日 2019 年１月 23 日）
写真４　１回 10 円の木馬（左）／１回 50 円のまめきしゃと園内（右）


















































































鉄は、1900 年初め、具体的には 1907 年～ 14 年の間にスタートしたが、関東私鉄はそれから約 10
年遅れて 1925 年～ 26 年頃にスタートした。鉄道輸送の補完事業とは、バス事業、遊園地事業、
そして住宅事業（宅地分譲）のことを指す。
（3 ）俵浩二（1985）参照。
（4 ）高橋理喜男（1974）参照。その後、明治 20 年までに太政官公園が 82 か所開設し、その他に 35
か所が開設した。合わせて 117 か所の公園が開設した。上記の 82 か所のうち、社寺・境内が 32
か所、名勝地が 13 か所、城址が 30 か所となっている。
（5 ）山田浩之・徳岡一幸編（2018）『地域経済学入門（第３版）』p162 － 163 参照。
（6 ）中核市の制度の経緯については、中核市市長会の公式 HP に詳しく記載されている（参照
URL：https://www.chuukakushi.gr.jp/chukaku/）。
謝辞：本研究は、横浜商科大学学術研究会より 2018 年度および 2019 年度の特別研究助成
金を受け進められた。本論文の執筆にあたり、４都市の事例聞き取り取材調査を、2018
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